
　学校法人は、利益を追求するのではなく、教育活動を遂行することが目的であり、公共性の高い

法人であります。そのため、収支を均衡に保ち永続的に継続しなければなりません。学校会計に

おいては、学校会計基準に基づき、「資金収支計算書」､｢事業活動計算書｣、「貸借対照表」を作成

し、毎会計年度終了２ヶ月以内に所轄庁へ届出ることと、各計算書類と共に監事の監査報告書を

各事務所へ備え付けることが義務付けられています。

 企業は収益の獲得を目的とし、損益計算書によって事業活動の財政状態を利害関係者へ開示し、

周知を図ることが求められます。企業会計は「貸借対照表」、「損益計算書」、「株主資本等変動

計算書」の作成が必要であり、営利を目的とする企業の経済活動を適切に把握するものです。

資金収支計算書

　当該会計年度の諸活動に関する全ての資金の動きを記録することによって、収入と支出の内容を

明らかにし、支払資金(現預金)の顛末を示します。

事業活動収支計算書　

　当該会計年度の事業活動毎(教育活動収支、教育活動以外の経常的な活動収支、特別収支)の収支

の内容と均衡状態を明かにするものです。収支が長期的に同額でつり合うことが、健全な学校経営

の理想です。

貸借対照表

　年度末時点での資産、負債、純資産を明確にし、財政状態の健全性と、必要資産の保有状況を

把握するものです。

学校法人会計について



（単位：百万円）

予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金収入 1,590 1,600 △ 10

20 23 △ 3

61 72 △ 11

440 460 △ 20

400 400 0

15 14 1

96 97 △ 1

31 106 △ 74

0 0 0

209 258 △ 49

107 117 △ 10

△ 221 △ 309 88

2,602 2,602 0

5,351 5,439 △ 88

（単位：百万円）

予 算 決 算 差 異

1,060 1,142 △ 82

620 556 64

195 178 17

0 0 0

0 0 0

338 435 △ 97

23 10 13

200 200 0

94 147 △ 53

0 0 0

△ 102 △ 170 68

2,923 2,940 △ 18

5,351 5,439 △ 88

≪資金収支の概要≫

なりました。

※　表示された数値以下の端数は個々に四捨五入しており、合計欄の数値と一致しない場合があります。

収入の大部分を占める学生生徒等納付金は16億円。寄付金収入は学園創立90周年記念募金、大学･短大後援会、

高等学校PTAからの寄付金など予算比1,100万円増収の7,200万円。補助金収入は予算比2,000万円増収の4億4,600万円と

なりました。

一方、主な支出については人件費支出が予算比8,200万円支出増の11億4,200万円、教育研究経費支出が予算比6,400万円

支出減の5億5,600万円、管理経費支出が予算比1,700万円支出減の1億7,800万円、資産運用支出は予算同額の20億円と

資産運用支出

その他の支出

[予備費]

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

支出の部合計

教育研究経費支出

管理経費支出

借入金利息支出

借入金返済支出

施設関係支出

設備関係支出

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

収入の部合計

【支出の部】　　　　　　　　　　  　 　

科    目

人件費支出

借入金等収入

前受金収入

その他の収入

【収入の部】                           

科    目

手数料収入

寄付金収入

補助金収入

資産売却収入

令和6年度決算について

　　　　　　　　令和6年度決算の概要は以下のとおりです。この決算は、令和7年5月27日に行なわれた理事会及び

　　　　　　　　令和7年6月24日に行われた評議員会の承認を受けたものです。

資金収支計算書

付随事業･収益事業収入

受取利息･配当金収入

雑収入

資産売却収入は、固定資産等の売却による収入をいい、不動産、

有価証券などの売却による収入が代表的なものです。

前受金収入は、翌年度以降の諸活動に対応する資金を受け入

れた場合に生ずる科目で、一般的には翌年度入学生にかかる

学生生徒等納付金収入などが代表的なものです。

前期末未収入金収入、貸付金回収収入、引当特定資産からの繰

入収入などです。

資金収入調整勘定は、期末における未収入金の計上、また前年

度で前受金とした当該年度に属する学費収入等を学生生徒等納

付金収入として計上するための減算科目です。

施設関係支出とは、土地、建物、構築物といった固定資産取得の

ための支出です。

設備関係支出とは、教育研究用の機器備品、その他の機器備品、

図書、車両といった固定資産取得のための支出です。

前年度中の活動に係る支出のうち、当該年度に支払われた前期末

未払金支払支出の他、前払金支払支出などがあります。

資金支出調整勘定とは、当該年度中に支払うべき支出であるが、支

払いが次年度になる期末未払金や、前年度に支払いを済ませた当

該年度の支出を減算することにより支出額を調整するものです。

学生生徒等納付金収入は、入学金を含む授業料などの学費収入です。

雑収入とは、学校法人の事業活動収入のうち、学生生徒等納付金
から受取利息･配当金収入までのいずれにも該当しない事業活動
収入をいいます。

教育研究経費支出とは、教育研究に直接摘要する経費のことをい

い、光熱水費をはじめ研究費、奨学費、入学試験にかかる経費もこ

の中に含まれます。

管理経費支出は、教育研究活動に間接的に要する経費で、一般経

費のほかに役員会、法人業務、教職員の福利厚生費、学生募集経

費、食堂の経費などが加わります。



(単位百万円)

 予算 決算 差異

1,590 1,600 △ 10

20 23 △ 3

62 65 △ 4

440 460 △ 20

15 14 1

50 107 △ 57

2,177 2,269 △ 92

1,058 1,086 △ 28

737 732 5

310 290 20

11 63 △ 53

964 855 109

273 251 23

1 3 △ 2

2,295 2,194 101

△ 119 75 △ 194

91 92 △ 1

0 0 0

91 92 △ 1

0 0 0

0 0 0

0 0 0

91 92 △ 1

△ 27 167 △ 195

0 0 0

3 9 △ 7

3 9 △ 7

0 1,884 △ 1,884

0 0 △ 0

0 1,884 △ 1,884

特別収支差額 3 △ 1,874 1,877

〔予備費〕 0 0 0

基本金組入前当年度収支差額 △ 25 △ 1,707 1,682

基本金組入額合計 △ 1,106 △ 362 △ 744

当年度収支差額 △ 1,131 △ 2,069 938

前年度繰越収支差額 △ 737 △ 737 0

基本金取崩額 0 4,267 △ 4,267

翌年度繰越収支差額 △ 1,868 1,461 △ 3,329

（参考）

事業活動収入計 2,271 2,371 △ 100

事業活動支出計 2,295 4,078 △ 1,783

《事業活動収支の概要》 ※　表示された数値以下の端数は個々に四捨五入しており、合計欄の数値と一致しない場合があります。

の支出超過となりました。また、当年度収支差額は20億6,900万円の支出超過となりました。

特 別 支 出 計

事業活動収入の大部分を占める学生生徒等納付金、手数料、寄付金、補助金等の教育活動収入の合計が予算に対して9,200万円の

増収となりました。また、事業活動支出の大部分を占める人件費、教育研究経費、管理経費等の教育活動支出の合計は予算に対

して1億100万円の支出減となりました。よって教育活動収支差額は7,500万円の収入超過となりました。

事業活動全体では事業活動収入が23億7,100万円、事業活動支出が40億7,800万円となり基本金組入前当年度収支差額は17億700万円

教 育 活 動 外 支 出 計

教 育 活 動 外 収 支 差 額 

経常収支差額
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教
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外
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教
育
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動

外
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受 取 利 息 ･ 配 当 金

その他教育活動外収入

教 育 活 動 外 収 入 計

教
育
活
動

外
支
出

借 入 金 等 利 息

その他教育活動外支出

そ の 他 の 特 別 支 出

事業活動収支計算書

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

　　 科　　　　目

学 生 生 徒 等 納 付 金

手 数 料

寄 付 金

経 常 費 等 補 助 金

付 随 事 業 収 入

雑 収 入

教 育 活 動 収 入 計

事
業
活
動
支
出
の
部

人 件 費

教 員 人 件 費

職 員 人 件 費

そ の 他 人 件 費

教 育 研 究 経 費

管 理 経 費

徴 収 不 能 額 等

教 育 活 動 支 出 計

教 育 活 動 収 支 差 額

学生生徒等納付金とは、授業料、入学金、教育

運営費、実験実習費等の学費収入です。

手数料は、入学検定料、試験料、証明手数料と

センター試験の実施手数料が主なものです。

寄付金には、資金収入の寄付金だけではなく、

現物寄付が含まれます。

補助金は、国庫補助金、地方公共団体補助金が
中心です。

学校が教育研究活動を行なうためには、校地、
校舎、機器備品、図書などの資産を持ち、維持
する必要があり、学校会計では、これらの教育
研究活動に必要な資産を取得するために、事
業活動収入から充てた金額をもって、維持すべ
き資産等の金額としています。これが基本金組
入額と呼ばれているものです。

人件費は、教員人件費、職員人件費、退職給与

引当金繰入額などです。

管理経費は、教育研究の諸活動に間接的に必

要な消耗品等の経費です。

教育研究経費は、教育研究活動に必要な消耗

品、旅費交通費、光熱水費などのすべての経費

です。

教育活動収支差額は教育研究活動に必要な

人件費、教育研究経費及び管理経費が教育

研究活動によって得られた事業活動収入に

よって回収されていることを示すものです。

教育活動外収支差額は各種特定資産の運用

により生じる特定資産運用収入や、これ以外の

預金、貸付金等に係る、その他の受取利息・配

当金などで財務活動の収支バランスを示しま

す。

特別収支差額とは臨時的な事業活動に係る収

支のことで、具体的には、特別収入としては、

資産売却差額、施設設備寄付金、現物寄付、

施設設備補助金、過年度修正額などが該当し

ます。また、特別支出としては、資産処分差額、

災害損失、過年度修正額などが該当し、臨時

的な収支バランスを示します。



　　　　科　　　　目

22,991 25,003 △ 2,012

17,111 18,915 △ 1,804

6,630 7,679 △ 1,049

8,769 9,628 △ 859

481 544 △ 62

103 128 △ 25

　　管理用機器備品 16 19 △ 4

749 746 3

7 12 △ 5

355 158 197

1,755 1,755 0

4,125 4,333 △ 208

3,071 2,700 371

△ 3 △ 1 △ 2

26,059 27,702 △ 1,643

　　　　科　　　　目

446 507 △ 61

451 326 125

897 834 64

　　　　科　　　　目

基本金 23,700 27,606 △ 3,905

23,498 27,403 △ 3,905

30 30 0

172 172 0

1,461 △ 737 2,198

1,461 △ 737 2,198

25,162 26,869 △ 1,707

26,059 27,702 △ 1,643

　有形固定資産の建物の減少の主因は中央監査装置の更新に伴う旧設備の除却等によるものです。
　その他の固定資産の減少は有価証券の減少によるものです。
（負債について）
　固定負債の減少は退職給与引当金及び長期未払金の減少を中心としたものです。
　流動負債の増加は前受金及び預り金等の増加を中心としたものです。
（純資産について）

　本年度は前年度対比で資産が16億4,300万円減少し、負債が6,400万円増加したことにより純資産は251億6,200万円となりました。

負債及び純資産の部合計

※　表示された数値以下の端数は個々に四捨五入しており、合計欄の数値と一致しない場合があります。

≪貸借対照表の概要≫

（資産について）

純資産の部合計

【負債及び純資産の部合計】

　　　　科　　　　目 令和6年度末 令和5年度末 増　　減

増　　減

　　第1号基本金

　　第3号基本金

　　第4号基本金

繰越収支差額

　　翌年度繰越収支差額

固定負債

流動負債

負債の部合計

【純資産の部】

令和6年度末 令和5年度末

徴収不能引当金

資産の部合計

【負債の部】

令和6年度末 令和5年度末 増　　減

　　図書

　　車両

　　建設仮勘定

  特定資産

　その他の固定資産

流動資産

固定資産

　有形固定資産

　　土地

　　建物

　　構築物

　　教育研究用機器備品

貸 借 対 照 表

【資産の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

令和6年度末 令和5年度末 増　　減



令和6年度　事業活動収入・支出構成割合(学園全体）

人件費
50%教育研究経費

39%

管理経費
11%

事業活動支出

学生生徒等納付金

68%

手数料

1%

寄付金

3%

経常費補助金

19%

付随事業収入

1%

雑収入

4%
受取利息・配当金,他

4%

事業活動収入



基本金組入前当年度収支差額

教育活動収支差額比率
教育活動収支差額

3.3 ％
教育活動収入計

経常収支差額比率
経常収支差額

7.1 ％
経常収入

減価償却額比率
減価償却額(教育経費+管理経費)

16.9 ％
経常支出

基本金組入率
基本金組入額

-15.3 ％
事業活動収入

経常補助金比率
教育活動収支の補助金

19.5 ％
経常収入

補助金比率
補助金+特別収支「施設設備補助金」

19.4 ％
事業活動収入

経常寄附金比率
教育活動収支の寄附金

2.8 ％
経常収入

寄付金比率
寄附金+特別収支「施設設備寄附金」＋「現物寄附」

3.2 ％
事業活動収入

事業活動収入-基本金組入額

学生生徒納付金比率
学生生徒納付金

67.7 ％
経常収入

事業活動収支差額比率 (72.0) ％
事業活動収入

基本金組入後収支比率
事業活動支出

149.2 ％

借入金等利息比率
借入金等利息

0.0 ％
経常収入

管理経費比率
管理経費

10.6 ％
経常収入

教育研究経費比率
教育研究経費

36.2 ％
経常収入

経常収入

人件費依存率
人件費

67.9 ％
学生生徒納付金

令和6年度決算に基づく　事業活動収支計算書関係比率
比率名 算出方法 比率

人件費比率
人件費

46.0 ％



【単位：千円】

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

2,611,335 2,657,044 2,510,438 2,573,215 2,378,086 2,371,095

2,193,277 2,237,875 2,102,361 2,222,588 2,170,384 4,078,062

418,058 419,169 408,077 350,627 207,702 -1,706,967

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

46.4% 46.0% 45.2% 45.0% 44.2% 46.0%

27.0% 28.2% 28.2% 30.1% 35.2% 36.2%

8.5% 9.0% 9.6% 11.4% 11.3% 10.6%

16.0% 15.8% 16.3% 13.6% 8.7% -72.0%

人件費比率

教育研究経費比率

管理経費比率

事業活動収支差額比率

※過年度を含め新会計基準に置き換え算出

事業活動収入及び事業活動支出と基本金組入前当年度収支差額の推移

事業活動収入合計

事業活動支出合計

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収支計算書の主な財務比率の推移
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事業活動収支差額比率


